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1 は じ め に

近年, 企業や経営の実務面において, 従業員のワーク・ライフ・バランスの改善や健康経

営の推進等に関する関心が高まっている｡

ワーク・ライフ・バランス (以下 ｢WLB｣ と表記) に関するこれまでの研究を辿ってみ

ると, 主に時間外労働の削減や有給休暇取得率の向上といった時間的側面に着目して進めら

れてきており, 仕事そのものに焦点を当てた実証分析はさほど多くないことが分かる｡ もち

ろん, それらが皆無というわけではなく, 職場の人間関係や人材育成等, 部分的な要因や特

定の HRM施策に焦点を当てた実証研究はいくつか見られるが, 研究蓄積という点からみる

と, 未だ十分であるとはいえない｡

また, これまでのWLB研究においては, マネジメントの実践へのインプリケーションと

して, ｢休暇を取りやすい職場の雰囲気づくりが重要｣ 等の指摘がなされてきたが, これは

組織における分業や仕事の進め方そのものの問題であるともいえる｡

そこで, 本稿では, 仕事の質的側面に着目したWLBの分析を行うことによって, これま
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WLBに関する従来の研究・分析では, 主に時間的側面を中心として WLB施策

の導入に関する制度的要因と運用面の要因が先行要因として採り上げられていたが,

本研究の分析結果から, 労働者の WLB意識に対しては, WLB諸制度, すなわち

仕事面での相互支援, 時間外労働が少なく有給休暇が取得しやすいい職場づくりと

いった努力だけでなく, 仕事の自律性やフィードバック, 組織的公正が影響を与え

ていることが明らかとなった｡ 今後も, 仕事の質的側面がWLBに対して一定の影

響力を持っており, WLB研究において, 仕事そのものや仕事生活の質を包摂する

研究を進めていくことが重要である｡

キーワード ワーク・ライフ・バランス, 職務特性, 組織的公正

a 兵庫県立大学国際商経学部, 大学院経営学研究科, kano@em.u-hyogo.ac.jp



でのWLB研究を補完し, 新たな知見を得たいと考えている｡

2 問題意識と先行研究レビュー

これまでのWLB研究の流れを辿ると, 労働時間の短縮や休暇の取得率促進といった時間

的・量的な側面あるいは制度面に関する議論が中心であった｡

しかし, Glass and Estes (1997) によれば, WLBの促進は, 必ずしも制度だけではなく,

労働者が従事する仕事そのものからも影響を受けるという｡

上林 (2009) では, 2007年から2008年にかけて, それまでにWLB推進に積極的に取り組

んできた在阪企業 4社のインタビュー結果から, ｢日本型ワーク・ライフ・バランス｣ の実

現に向けた方途や方向性について考察されているが, そこで ｢今後へ向けた課題｣ として示

されている内容を概括すれば, 次のとおりである｡

WLB施策を導入した各社とも, 社員間で WLBに関する意識が高まりつつあるが, 特に

規模の大きい企業において, 日々の業務のあり方の改善をWLB施策とどのように絡めてい

くかが, 今後へ向けた課題として認識されている｡ WLB施策に関する議論では, 働きやす

さや働く環境の整備が注目され, 仕事それ自体や業務のあり方そのものの変革は, 二の次に

なってしまう｡ とりわけ, 長時間労働の問題に関しては, 社員の日常業務のあり方それ自体

を変革することと密接に関連があるが, 各社ともWLB施策との関連で意識的に業務改革を

行う必要性は認識しているものの, 実際に具体的な形での業務改革を実施しているかといえ

ば, 未だ手つかずの状態であるというのである｡

以上のような上林 (2009) の指摘は, 企業におけるWLB概念の定着のプロセスで明らか

になったことであるが, そもそも, 働きやすい職場づくり, あるいは働きやすい職場づくり

のための業務の変革に関する議論は, さほど目新しいものではない｡ それは, 1960年代以降,

特に1970年代に諸実験や諸制度が実施されたことによって注目されるようになった ｢労働の

人間化 (Humanization of Work)｣ あるいは ｢労働生活の質的向上 (Quality of Working Life ;

QWL)｣ に始まる｡

奥林 (1991) は, この ｢労働の人間化｣ の概念に関して, それ以前の研究を概観し, 最広

義には, 労働者の人間的諸欲求を充足するあらゆる活動であり, 社会の進歩に逆行するよう

な生活諸条件や作業環境をなくそうとする運動であるとし, 最狭義には Herzbergの動機づ

け―衛生理論に基づき, 職務内容の変更によって労働者の職務満足を向上させる労務管理手

法であるとしている｡ また, 多様な意味で用いられている ｢労働の人間化｣ を, マクロ的な

労働の人間化とミクロ的な労働の人間化とに区別して, その用法や意味するところを以下の

ように整理している｡

まず, マクロ的な労働の人間化とは, 社会全体のレベルにおいて, 市民としての労働者の
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生活諸条件の改善が検討の対象となる｡ その具体的内容は, ①適切かつ公正な賃金が保障さ

れていること, ②年金や有給休暇などの付加給付が適切に存在すること, ③安全で健康的な

作業環境が維持されていること, ④連続性のある雇用が保障されていること, ⑤組合加入や

団体交渉制度が保障されていること, ⑥労働者が個人的に成長しうる人事システムがあるこ

と, ⑦集団の帰属感が得られるような職場環境があること, ⑧企業の生産目標に労働者が参

画しうること, ⑨職場での民主的な権利を主張しうること, ⑩労働と余暇の時間的バランス

が維持されていること, などである｡

これが仮に QWLの内容ではなく WLBあるいは働き方改革の内容を指していると説明さ

れたとしても, さほど違和感はないであろう｡

一方, ミクロ的な労働の人間化とは, 作業現場における作業様式, 作業内容, 監督様式な

どの具体的な労働のあり方それ自体の人間化に関心が向けられている｡ 一般に, ミクロ的な

労働の人間化は, 職務転換, 職務拡大または水平的職務拡大, 職務充実または垂直的職務拡

大, 半自律的作業集団などの作業形態を意味している｡ 歴史的にみれば, 労働の人間化は,

機械の操作員の職務や組立ラインの職務といった単調な作業への対策として考案され, それ

が作業組織全体の変革として問題にされるようになったからである｡

こうした労働の人間化や QWLの議論は, 仕事そのものを充実したものにさせようという

点においては, 現代の組織に共通すると言える｡

また, 仕事生活と仕事外生活のバランスについては, 上林 (2013) によれば, これまでの

議論では, 労働時間の短縮や休暇の取得率向上など, 量的な側面が強調され, 仕事生活それ

自体の中身を不問に付しており, 日常の仕事との結びつきが見られないという｡

ただし, たとえば藤本 (2009) にみられるように, 仕事の多忙さや過重な労働負担等に代

表される「仕事の要求度」と, それを自らの裁量で軽減したり解消したりする「自律性」と

いう職務特性を重要なポイントとし, WLBにどのような影響を与えているのかを明らかに

した実証研究も蓄積されてきている｡ Glass and Finley (2002) で述べられているように, 仕

事時間やスケジュールの管理を自らの判断で柔軟に調整できるかどうかは, 労働者のWLB

意識に影響を与える｡ このことから, 藤本 (2009) では, 労働者のWLB意識は, 個人が従

事する職務の特性によって影響を受ける可能性が高く, 組織レベルにおける公式なWLB制

度だけではなく, 個人レベルでの職務の特性も考慮に入れたWLB推進の検討が必要である

という立場から実証研究が行われている｡

本研究において, 仕事的側面を重視する理由は, 次の 2点である｡

第 1 に, これまでのWLB研究では仕事環境の整備に主たる関心が寄せられており, 仕事

それ自体や業務のあり方に関する議論はあまりなされてきていないことである｡ これは先に

述べた上林 (2013) が指摘する経営の実践場面における課題だけでなく, 研究蓄積において
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も同様のことが言える｡ 労働者が一定ないし減少していくという条件のもとでは, 労働時間

の短縮や有給休暇の取得率向上は, 業務の効率化や組織の変革なしには達成できないであろ

う｡ すなわち, 本研究は, 仕事のやり方を見直すことによって労働時間を短縮し, 家庭生活

や地域生活に費やす時間を生み出そうという立場をとっている｡

第 2に, マネジメントの実践に対する示唆の問題である｡ たとえば労働経済学や社会心理

学などにおいて, たとえば配偶者の有無や子どもの数といったコントロール変数が投入され

た研究がみられるが, 経営の実践への応用という観点のみで考えれば, やや実践的示唆に乏

しい｡ すなわち, 本研究は, 労働者における仕事生活と家庭生活, 地域生活は相互に影響し

あっていることを認識したうえで, 労働者のWLBを高めるために, より有効な人的資源管

理施策を探索するという立場をとっている｡

以上 2点を要約すれば, 本研究は, 労働者の仕事生活と家庭生活または地域生活が相互に

影響しあっているとの前提にたち, 仕事のやり方を見直すことによって労働時間を短縮し,

家庭生活や地域生活に費やす時間を生み出そうという立場から, 分析枠組みを設計し, 実証

研究を行うものである｡ したがって, WLBを時間配分の問題としてとらえるのではなく,

労働者が自分自身のWLBをどのように認識しているかが重要な点である｡ そこで, 自分の

仕事と私生活のバランスがうまく取れているどうかに関する労働者自身の評価のことを, こ

こでは ｢ワーク・ライフ・バランス意識 (以下 ｢WLB意識｣ と表記)｣ と呼び, 以後の分析

を進めたい｡

3 分析枠組み, データおよび仮説の設定

これまでの議論を踏まえて, 本研究の分析枠組みを構築し, 仮説を設定したい｡

まずは, 仕事の質的側面あるいは仕事そのものの意味づけをどのように操作化し, 変数を

設定するかが重要な課題となるが, これについては, Hackman and Oldham (1980) の職務

特性モデルを利用したい｡ その理由は, 奥林 (1991) が述べているように, Hackman and

Oldham (1980) による職務特性モデルは動機づけ―衛生理論における職務満足や職務充実を

精緻化した理論枠組みであり, 客観的な職務内容でなく, 労働者側の心理的反応を行動規定

要因として重視しているからである｡ この点は, 本研究におけるWLB意識と類似したアプ

ローチであり, 本研究の分析枠組みに通底するものである｡

次に, WLB意識に対して影響を与える変数として組織的公正も設定している｡ なぜなら,

組織的公正は, 評価制度, 報酬システム, 処遇, 上司からの対応といったマネジメント全般

に関して, 現時点では最も精緻化された理論枠組みのひとつであるからである｡ また,

Colquitt (2001) によれば, 組織的公正の知覚は, 仕事上の成果, 組織市民行動, 組織コミッ

トメント, 職務満足, モチベーションなどに対して正の効果を持つことが明らかにされてお
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り, 評価制度, 報酬システム, 処遇, 上司からの対応といったマネジメント全般に関する大

量の変数を用いずとも, 組織的公正の少数の下位次元で労働者の心理および行動を一定程度

予測することが可能な理論であることも, 本研究の分析枠組みに組織的公正を包摂する理由

である｡

以上のことから, 次の 2つの仮説を設定する｡

仮説 1 職務特性を構成する 5次元は, WLB意識に対して正の影響力を持つ｡

仮説 2 組織的公正を構成する 3次元は, WLB意識に対して正の影響力を持つ｡

さらに, 労働者自身のWLBへの評価が, 組織コミットメント, モチベーション, 職務満

足にたいして統計的に有意な影響力を持っていることについては, 加納 (2018) においても

確認されているが, 本研究においても, 再度それを確認するために, 追加的な分析を行うこ

ととし, 次の 3つの仮説を設定する｡

仮説 3 WLB意識は, 組織コミットメントに対して正の影響力を持つ｡

仮説 4 WLB意識は, モチベーションに対して正の影響力を持つ｡

仮説 5 WLB意識は, 職務満足に対して正の影響力を持つ｡

なお, 組織コミットメントの先行変数について, Mathieu and Zajac (1990) によるメタ分

析の結果から, 年齢や勤続年数のほか, 職務関連要因として役割の状況すなわち, 役割曖昧

性と役割葛藤が組織コミットメントに対して強い影響力を持っていることが明らかになって

いる｡ このことから, 労働者の組織コミットメント, モチベーション, 職務満足に対する

WLB意識がどの程度影響しているかについては, 役割の状況に関する変数も投入して重回

帰分析を行いたい｡

本研究で用いるデータは, 2017年 8 月から2018年11月にかけて, 製造業や IT企業等 7 社

を対象として, 質問票による調査を実施し, 収集したものである｡ 質問票の配付はすべて経

営陣ないし人事部を通じて行ったため, 休職者を除けば, 非正規従業員も含めた全従業員か

ら回答を得ており, 回収数は1,298部であった｡ 質問票は年齢や性別等のフェイス部分を除

いて, すべて 5点尺度を利用している｡ また, 年齢, 性別 (女性を 1としたダミーを作成),

役職 (一般職, 管理職) をコントロール変数として設定している｡

また, これまでの WLBに関する実証研究では, WLBの確保を促す諸制度が整備されて

いるかどうかという視点と, そうした制度の整備だけでなく, 制度の活用を促すような職場

風土の醸成といった運用面での工夫が行われているかどうかという視点の 2つが重視されて
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きたことから, WLB諸制度の運用については, 次の 2 つの下位次元を設定した｡ 第 1 に,

これまでの WLB研究で用いられてきた WLBの量的側面に関する次元であるが, これを

｢休暇取得の困難さ・時間外労働｣ 変数として設定し, ｢私の会社では, 上司や同僚が仕事を

していると, 先に帰りづらい雰囲気がある｡｣, ｢私の会社には, 誰かが急に休んでも仕事に

影響が出ないよう調整される仕組みがある｡｣ 等の 3 項目で測定した (�＝.624)｡ 第 2 の次

元は, WLBを改善あるいは促進する制度や職場の雰囲気に関する次元であるが, これを

｢仕事面の相互支援｣ 変数として設定し, ｢私の会社には, 誰かが急に休んでも仕事に影響が

出ないよう調整される仕組みがある｡｣, ｢私の会社では, 仕事面でお互いにフォローし合う

雰囲気がある｡｣ 等の 7 項目で測定した (�＝.647)｡ さらに, WLB意識に関する変数につい

ては, ｢総合的にみて, 私は仕事と生活のバランスがとれている｡｣, ｢私の会社には, 誰かが

休んでも仕事に影響が出ないよう調整される仕組みがある｡｣ 等の 4 項目を用いて測定した

(�＝.710)｡

仕事そのものの意味づけについては, Hackman and Oldham (1980) の職務特性モデルを

利用し, その 5 つの下位次元である ｢技能多様性｣, ｢課業一貫性 (またはタスク完結性)｣

｢課業有意味性 (またはタスク重要性)｣, ｢自律性｣, ｢フィードバック｣ を設定した｡ 技能多

様性については, ｢自分の仕事はまったく単調な繰り返しの仕事である｡ (逆転尺度)｣, ｢自

分の仕事は, 複雑な技術や高度の技術が必要である｡｣ 等の 3項目を用いて測定し (�＝.574),

課業一貫性については, ｢自分の仕事は, 自分が手がけたことについて, 最後まで関わる余

地がある｡｣, ｢自分の仕事は, まとまったことを完全にはじめから終わりまで手がけている｡｣

の 2 項目を用いて測定した (�＝.558)｡ 課業有意味性については, ｢自分の仕事のできばえ

は, 多くの人々に影響を与える｡｣, ｢自分の仕事は, その結果が他の人の仕事や生活に非常

に重要な影響を与える｡｣ の 2 項目を用いて測定し (�＝.558), 自律性については, ｢自分の

仕事では, 仕事をどう進めるかをかなりの範囲まで自分で決めることができる｡｣, ｢自分の

仕事では, 仕事の進め方を完全に自分で自由に決められる｡｣ の 2 項目を用いて測定した

(�＝.657)｡ 最後に, フィードバックについては, ｢自分の仕事では特別な手間をかけなくて

も, 結果は自分でよくわかる｡｣, ｢私の仕事は, 結果を見れば, 明確に自分の仕事の出来ば

えを確かめることができる｡｣ の 2 項目を用いて測定した (�＝.635)｡

さらに, 組織的公正については, 三崎 (2006) による組織的公正研究の尺度を参考に, 次

の 3つの下位次元を設定した｡ 第 1の次元は分配的公正であり, これについては ｢自分の給

与や待遇は, 担当している仕事に見合ったものである｡｣, ｢自分の給与や待遇は, 同僚と比

較して納得できる水準である｡｣ 等の 4 項目を用いて測定した (�＝.822)｡ 第 2 の次元は手

続き的公正であり, これについては ｢社内での意思決定の仕組みや手続きは, 公平になされ

ている｡｣, ｢この会社の人事評価の仕組みや手続きは, 公平なものだと思う｡｣ 等の 4項目を
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用いて測定した (�＝.774)｡ 第 3 の次元は対人的公正であり, これは ｢私の上司は, 重要な

意思決定をするときに, 部下と相談して決めている｡｣, ｢私の上司は, 部下の相談事に対し

て丁寧に対応してくれる｡｣ 等の 3項目を用いて測定した (�＝.741)｡

最後に, 組織的アウトカムとしての組織コミットメント, 個人的アウトカムとしてのモチ

ベーションと職務満足については, 組織的公正の尺度と同様に, 三崎 (2006) による尺度を

一部修正して測定した｡ まず, 情動的コミットメントについては, ｢この職場に一体感を感

じている｡｣, ｢この会社の問題を, まるで自分自身の問題であるかのように感じている｡｣ 等

の 4 項目を用いて測定し (�＝.657), 功利的コミットメントについては, ｢私がこの職場に

勤めているのは, 仕事を通じて知識・技能を身につけることができるからである｡｣, ｢私が

この職場に勤めているのは, 会社の将来が有望だからである｡｣ 等の 2 項目を用いて測定し

た (�＝.701)｡ モチベーションについては, ｢自分の仕事に誇りを感じている｡｣, ｢私は, 自

分の仕事にやりがいを感じている｡｣ 等の 4 項目を用いて測定した (�＝.735)｡ さらに, 職

務満足については, ｢私の仕事は, 満足できる仕事だと思う｡｣, ｢私は, 今の仕事に満足して

いる｡｣ 等の 5項目を用いて測定した (�＝.863)｡

以上の手順で作成した変数を用いて, 以降の分析を進めることとしたい｡

4 分析結果と考察

まず, 本研究で使用する測定尺度の記述統計および変数間の相関係数を表 1に示す｡

次に, WLB意識を従属変数とした場合の重回帰分析結果を示したものが次の表 2である｡

いくつか独立変数間の相関が高いものがみられたことから, 多重共線性を確認するために

VIFも記載している｡

この結果をみると, 職務特性において, 技能多様性, 課業一貫性, 課業有意味性が統計的

に有意な独立変数とはならなかったが, 自律性とフィードバックの 2次元, 組織的公正の 3

次元, WLB諸制度の 2 次元については, 統計的に有意な水準で正の�値を示している｡ R2

の変化量も有意であり, 職務特性, 組織的公正, WLB諸制度は, WLB意識に対してポジティ

ブな効果を持っていることが分かる｡ このことから, 仮説 1は部分的に支持され, 仮説 2は

支持されたといえる｡

次の表 3は, 組織的アウトカムである組織コミットメント, 個人的アウトカムであるモチ

ベーション, 職務満足を従属変数とした場合の重回帰分析結果を示したものである｡ ただし,

VIFについては, 紙幅の都合で記載を省略している｡ この結果から, 職務特性, 組織的公正,

役割の状況, WLB諸制度および WLB意識が, 組織コミットメント, モチベーション, 職

務満足に対して, 統計的に有意な影響力を持っていることが分かる｡ このことから仮説 3 ,

仮説 4 , 仮説 5はそれぞれ支持された｡ ただし, 役割�藤については, ネガティブな測定尺
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度を用いていることから, �が正の値を示していない分析結果の解釈は, やや難しい｡ しか

し, 職務特性, 組織的公正, 役割の状況, WLBが組織コミットメント, モチベーション,
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表 2 重回帰分析結果 (1)

Model 0 Model 1 Model 2 VIF

� � �

年齢 0.01 ** 0.01 *** 0.01 ** 1.552
勤続年数 �0.01 ** �0.01 ** �0.01 * 1.560
一般職_D �0.21 *** �0.11 ** �0.11 ** 1.193
女性_D �0.19 *** �0.05 �0.03 1.148
技能多様性 �0.04 �0.03 1.293
課業一貫性 �0.02 0.00 1.599
課業有意味性 �0.02 �0.03 1.302
自律性 0.09 *** 0.07 * 1.660
フィードバック 0.11 *** 0.11 *** 1.517
分配的公正 0.22 *** 0.21 *** 1.834
手続き的公正 0.23 *** 0.17 *** 2.191
対人的公正 0.17 *** 0.11 *** 2.006
仕事面の相互支援 0.20 *** 1.879
休暇取得の困難さ・時間外労働 0.08 ** 1.383

R2 0.04 *** 0.41 *** 0.43 ***

�R2 0.36 *** 0.02 ***

*p＜.05 ** p＜.01 *** p＜.001

表 3 重回帰分析結果 (2)

情動的コミット
メント �

功利的コミット
メント �

モチベーション
�

職務満足
�

年齢 0.10 *** 0.00 0.06 * 0.06 **

勤続年数 0.00 �0.06 * 0.01 �0.02
一般職_D �0.03 �0.13 *** 0.11 *** 0.01
女性_D 0.09 *** 0.07 ** 0.01 0.00
技能多様性 0.07 ** 0.10 *** 0.17 *** 0.13 ***

課業一貫性 0.00 0.01 0.06 * 0.04
課業有意味性 0.05 * 0.00 0.08 ** 0.09 ***

自律性 0.04 �0.01 0.10 *** 0.15 ***

フィードバック 0.02 0.11 *** 0.09 ** 0.14 ***

分配的公正 0.09 *** 0.11 *** 0.03 0.09 ***

手続き的公正 0.20 *** 0.26 *** 0.05 0.10 ***

対人的公正 0.11 *** 0.11 *** 0.06 0.08 **

役割曖昧性 �0.16 *** 0.03 �0.16 *** �0.09 ***

役割�藤 0.09 ** 0.06 ** 0.09 *** 0.06 **

仕事面の相互支援 0.19 *** �0.04 0.18 *** 0.08 **

休暇取得の困難さ・時間外労働 0.02 �0.02 �0.02 0.05 *

WLB意識 0.15 *** 0.29 *** 0.24 *** 0.27 ***

調整済み R2 0.48 *** 0.50 *** 0.47 *** 0.61 ***

* p＜.05 ** p＜.01 *** p＜.001



職務満足に対して一定の効果を持つ重要な変数であることは確認できたといえよう｡

以上の分析結果から, WLB意識が組織コミットメント, モチベーション, 職務満足に対

して一定の効果を持つことが明らかとなった｡ このことから, 仕事の質的側面を考慮した

WLBの分析についても, その必要性を一定程度指摘できたといえるであろう｡

5 ま と め

WLBに関する従来の研究・分析では, 主に時間的側面を中心として WLB施策の導入に

関する制度的要因と運用面の要因が先行要因として採り上げられていたが, 本研究では, 仕

事の質を考慮した理論枠組みの検討を行ってきた｡

本研究の分析結果から, 労働者の WLB意識に対しては, WLB諸制度すなわち, 仕事面

での相互支援, 時間外労働が少ない職場づくりといった努力だけでなく, 仕事の自律性やフィー

ドバック, 組織的公正が影響を与えていることが明らかとなった｡ このことから, 仕事の質

的側面が WLBに対して一定の影響力を持っており, WLB研究において, 仕事そのものや

仕事生活の質を包摂する研究蓄積が必要であるという本研究の目的は, 一定程度達成できた

と考えている｡

人的資源管理論の領域においてWLBという対象を捕捉することの難しさのひとつが, 労

働者の生活そのものを直接的にコントロールすることはできないということである｡ ワーク

とライフを切り分けるのではなく, 労働者の仕事生活と家庭生活, 地域生活が相互に影響し

あっていることについては, 異論を差しはさむ余地もないであろうが, たとえば不安定な家

庭生活が仕事に影響するとしても, これに経営者ないし企業が直接的に介入することは困難

を伴う｡ 逆に, 仕事面については日常の職務遂行の場面を含めた質の問題として捉えなおし,

仕事のやり方を見直すことによって労働時間を短縮し, 家庭生活や地域生活に費やす時間を

生み出すことが可能となる｡

また, 先行研究やこれまでの経営の実務でみられたような, WLB諸制度が整備されてい

るか, またそれらが取得しやすい雰囲気が醸成されているかという観点でWLBをめぐる諸

課題を捉えるのではなく, ｢仕事の進め方そのもの｣ の問題ととらえることが必要であると

いえよう｡ この点からみても, 企業に対する労働者のWLBの意識および評価を高めるため

には, 仕事の進め方を見直す方策と結びついていなければならないということである｡

ただし, 本研究は, 仕事と生活のバランスをどのように操作化し分析するのかという課題

に対して, 一定の可能性を提示したに過ぎず, どのような研究アプローチが最も説明力の高

い分析枠組みであるのかどうかを今後も検討しつづける必要がある｡ これについては, ワー

ク・ライフ・バランス概念の再検討を行いながら進めていきたい｡
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